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通信・放送融合型モバイル環境を指向した
UHF帯電波伝搬エリアの検討

西 正 博† 吉 田 彰 顕†

渥 美 幸 雄†† 高 橋 修†††

現在デジタル化が進められている UHF帯地上テレビ放送波は，放送プログラムだけでなく，デジ
タルコンテンツの情報配信メディアとして大きな期待を集めている．UHF 帯電波は，広域なモバイ
ル環境での情報伝達メディアとして重要な役割を担うであろう．本研究では，既存の移動通信システ
ムと地上デジタル放送システムを融合した，新しい UHF帯モバイル環境の構築を目指し，モバイル
環境における電波伝搬エリア（UHF帯電波伝搬状況）を検討することを目的として，既存 TV放送
波と GPSを利用した移動型電波測定システムを構築し，UHF帯電波伝搬の測定を行った．本測定シ
ステムでは，安定して TV放送サービスを供給している放送波を送信源とし，TV放送信号の中でも
音声信号を受信することにより安定にかつ正確な受信レベルの測定が可能であり，GPS 信号の受信
可能な屋外環境では，位置情報を取得しながら，広いエリアで受信レベルを測定できる．また，広域
かつ面的な UHF 帯電波受信レベル状況を評価するため，位置情報と受信レベルから受信レベルマッ
プを作成するとともに，50m メッシュの 3 次元地形データをもとに放送局からの見通しエリアを導
出した．そして新たに，見通しエリア内および見通しエリア外それぞれにおける UHF帯電波受信レ
ベル特性を定量的に評価した．その結果，放送局からの見通しエリアデータをもとにして UHF帯電
波伝搬状況の評価ができることが分かった．

Study of UHF Band Radio Propagation Area for
Communication and Broadcasting Integrated Environments

Masahiro Nishi,† Teruaki Yoshida,† Yukio Atsumi††
and Osamu Takahashi†††

This paper aims to estimate the radio propagation area in the communication and broad-
casting integrated information platforms, based on the measurements of UHF band radio
waves. In the integrated platforms, both mobile communication and terrestrial digital TV
broadcasting systems are effectively fused in UHF band, to provide broadband digital informa-
tion to mobile users. To investigate large-coverage characteristics of UHF band radio propaga-
tion in the platforms, the received level contour maps are created based on the measurement
data including the GPS positioning data and the received level data, and the contour maps
are combined with terrain LOS area obtained by use of 50m mesh 3D terrain data. More-
over, the received levels in the LOS or non-LOS area are individually evaluated. From the
evaluation results of the UHF band radio propagation characteristics, the radio propagation
area can be easily estimated based on the terrain LOS area from the transmitter.

1. は じ め に

現在，携帯電話，PHSなどの移動体通信加入者数が
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8,000万人を超えており1),2)，利用者のモビリティに

対する要求はますます高まってきている．さらに従来

の音声通信だけでなく，移動体端末からインターネッ

トへアクセスする，モバイル IPの需要も増加してい

る．このため，移動通信分野では，広帯域化の実現し

やすい，マイクロ波帯などの高い周波数帯を用いた新

たなシステムの研究開発が進んでいる3)．一方，日本

の放送分野では，地上 TV放送波のデジタル化が進め

られており，2006年に全国でサービスが開始される予

定である1),4)．TV放送波のデジタル化により，放送
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メディアが，従来のように放送プログラムを配信する

だけでなく，デジタルコンテンツをも容易に伝送でき

るようになる．また，地上デジタル放送波に利用され

る周波数帯は，470～770MHzの UHF帯であり，マ

イクロ波帯に比べて，電波伝搬損失が少なく，広域に

伝搬する特徴を有する．よって，デジタル TV放送波

は，広域なモバイル環境における，新たな広帯域情報

伝達メディアとして期待が高まっている．

そこで筆者らは，通信・放送・インターネットによ

る個別の情報提供サービスに加えて，それぞれのサー

ビスの機能枠を越えた新たな情報サービスが提供され

る時代が到来すると予想している5)～7)．また，移動通

信と地上デジタル放送のメディア融合を目指した，通

信・放送融合型情報プラットフォーム上での実証実験

もさかんに行われている1),8)．本プラットフォームで

は，利用者へのアクセス網に UHF帯電波が適用され

ることにより，高い移動性や広帯域なダウンロードメ

ディアが実現されるだけでなく，電波を用いたマルチ

キャスト配信による同報性や，上りと下りのトラヒッ

ク量の異なる非対称通信の実現にも大きく期待できる．

本プラットフォームを実現していくためには，周囲

の地形や建物密度が異なるような様々な環境でのUHF

帯電波伝搬特性を調査し，電波伝搬エリア（電波受信

状況）を面的かつ広域に評価することが重要となる．現

在，電波伝搬特性のシミュレータの開発が進んでおり，

コンピュータの処理能力の向上により，屋外における

電波伝搬状況を調べることが可能となってきている9)．

その一方で，実際に屋外環境における電波伝搬特性を

測定することも重要な課題であり，これまでも UHF

帯における電波伝搬は数多く研究が行われ10)～21)，今

日のワイヤレスな情報社会の基盤を築いてきた．最近

では，地上デジタル放送の実現を目的とした UHF帯

電波の遅延プロファイルや電波到来方向などの伝搬特

性についての実測が主に行われている8),22)．これま

での電波伝搬の検討では，点もしくは線上，あるいは

マイクロセルなどの限られたエリアでの評価が主であ

り14),16)，実測に基づいて，面的でかつ広域な電波伝

搬特性を評価した例は少ない．そこで，本研究では，

UHF帯電波を実際に測定し，モバイル環境における

電波伝搬の測定結果をもとに，通信・放送融合型情報

プラットフォームのサービスエリアを面的かつ広域に

評価することを研究目標に設定した．

近年では，科学技術の進展により，位置情報の入手

を可能にする GPSや，GaAsFETをフロントエンド

に用いた高感度の電波受信機，データ処理を高速に行

えるパソコン（PC）などの，高性能機器を比較的容

易に入手できるようになり，従来に比べて，より精度

の高い電波伝搬測定が可能となってきた．さらに，デ

ジタル化された 50mメッシュの 3次元地形データ23)

を入手，利用することができ， 3次元地形データをも

とに，PCを用いて地形による見通しの有無をシミュ

レーションすることも可能となってきた．

そこで筆者らは，GPSと UHF帯受信機および PC

を活用し，移動型 UHF帯電波伝搬測定システムを構

築し24),25)，屋外環境において，UHF帯電波伝搬の実

測を試みた．電波伝搬測定においては，送信系の構築

が大きな課題であるが，筆者らは既存の UHF帯 TV

放送局からの電波を活用することで解決した．本測定

システムでは，文献 17)～19)を参考にして，常時送

信されている TV放送信号の中の音声信号を受信する

ことにより，安定にかつ正確な受信レベルの測定を実

現した．さらに従来の方法24),26) と同様に，位置情報

の取得には GPSを利用し，受信レベルと位置情報を

同時に記録した．また，GPSによる位置情報と受信

機による電波受信レベルデータを統合して，電波受信

レベルマップを作成し，3次元地形データと統合する

ことによって，面的な電波伝搬特性の評価を可能とし

た．そして従来までの電波伝搬モデルでは考慮されて

いなかった地形の見通しの有無に着目し，新たに見通

しの有無による UHF帯電波伝搬距離特性の差異につ

いての評価を行った．

本論文では，GPSと既存の TV放送電波を用いた，

UHF帯電波伝搬測定システムの概要を説明し，既存

の TV 放送電波を用いて高精度に電波伝搬測定を行

える方法を示す．また，測定によって得られた電波受

信レベルデータと，シミュレーションによって 3次元

地形データから得られた放送局からの見通しエリアを

統合した結果を示し，UHF帯電波受信レベルが，放

送局からの見通しエリアと高い相関を有することを示

す．そして，新たに地形による見通しのあるエリアと

見通しのないエリアでの UHF帯電波伝搬の距離特性

を定量的に評価し，地形データと組み合わせた UHF

帯電波伝搬エリアの推定について考察する．

2. 通信・放送融合型情報プラットフォーム

将来のモバイル環境においては，放送，通信，イン

ターネットサービスが個別の情報提供サービスとして

ではなく，それぞれの機能枠を越え，互いに融合した

新たな情報サービスとして，利用者に柔軟に提供され

ることが期待される．利用者からの情報アクセスの状

況を考慮すると，将来の情報サービスは以下の 4つの

大きな特徴を有すると考えられる．
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図 1 通信・放送融合型情報プラットフォーム
Fig. 1 Communicaiton and Broadcasting Integrated

Platforms.

(a) 広帯域性：インターネット上において，利用者の

要求する情報はますます広帯域化していく．

(b)モビリティ：高速で移動しながらの情報アクセス

だけでなく，場所的制限の少ない環境での利用も

実現させる必要がある．

(c) 非対称性：利用者からのリクエストの情報量とダ

ウンロードする情報量が異なる，非対称通信を考

慮する必要がある．

(d)マルチキャスト性：複数の利用者から 1つの人気

のあるコンテンツサーバへのアクセスが集中する

状況が今後ますます増加する．

上記特徴を有する新しい ISを効率良く提供するこ

とを目的として，通信・放送融合型情報プラットフォー

ムの検討が進められている．図 1 に通信・放送融合型

情報プラットフォームの一構成例を示す．本プラット

フォームでは，既存のデジタル移動通信網，インター

ネット，および UHF帯デジタル TV放送メディアを

有機的に融合された構成となっている．上り下りトラ

ヒック量の異なる非対称通信を容易に実現するため，

移動端末（MT）からアクセスポイント（AP）まで

の上りチャネルには，移動通信メディアを，そして広

帯域情報伝送が必要となる下りチャネルには，470～

770MHzのUHF帯地上デジタル放送メディアを利用

する．UHF帯電波は，マイクロ波帯やミリ波帯に比

べて電波伝搬損失が少なく，優れた地上電波伝搬特性

を有する．また既存の TV放送の送信アンテナは，一

般に，数百 mの標高の高い場所に設置されているた

め，下りチャネルに UHF帯地上デジタル放送メディ

アを利用することにより，広いサービスエリアを構築

することが比較的容易であり，高速移動中の受信や場

所的制限の少ない高いモビリティを実現することが可

能となる．もちろん，1つの APがカバーするサービ

スエリアが広くなることにより，ユニキャスト通信で

の広帯域化は難しくなる．しかしながら，今後需要が

増加すると考えられるマルチキャスト性の高い情報配

図 2 TV 放送波を用いた UHF 帯電波伝搬測定イメージ図
Fig. 2 Measurement method of UHF band radio

propagation using TV broadcasting wave.

信を対象とした場合，電波により空間的に分散する複

数の利用者に同報的に情報を配信することができるの

で，サービスエリアが広いほど，大群化効果により，

広帯域情報伝送が効率的に行えるようになる27)．

本プラットフォームを実現していくためには，周囲

の地形や建物密度が異なるような様々な環境でのUHF

帯電波伝搬特性を調査し，電波伝搬エリア（電波受信

状況）を面的かつ広域に評価することが重要となる．

近年では，位置情報の入手を可能にする GPS，

GaAsFET をフロントエンドに用いた高感度の電波

受信機，データ処理を高速に行える PC などの高性

能な機器を手軽に入手できる環境にある．筆者らは，

これらの機器を活用して，新たな移動型電波伝搬シス

テムを構築し，様々な屋外モバイル環境での UHF帯

電波受信レベルの実測を試み，その測定結果をもとに

UHF帯電波受信状況を評価した．

3. 屋外モバイル環境における電波測定法

図 2 に，筆者らが行った，屋外環境における UHF

帯電波伝搬測定法を示す．本測定法では，送信源に既

存の地上 TV放送波を活用していることが大きな特徴

である．電波伝搬の測定では，一般に，送信機の構築

が大きな課題であるが，本測定法の構成では，受信機

のみ構築すれば測定が可能となる．TV放送局は，TV

番組を提供するためにつねに一定の電力で電波を送信

しているので，常時，安定した電波伝搬測定が可能で

ある．また TV放送局は，NHKと民放を含め，現在，

全国に 14,000局以上設置されており28)，図 2 に示す

ように，市街地，郊外地，丘陵地など，様々な環境で

の測定ができる．さらに，地上 TV放送は，470MHz

から 770MHz までの 300MHz の帯域幅の中で，50

チャネルの周波数で送信されているため，受信チャネ

ルを変更することにより様々な周波数での電波伝搬特

性について測定することが可能である．
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図 3 移動型電波伝搬測定システム
Fig. 3 Mobile radio propagation measurement system.

図 3 に，筆者らが構築した移動型電波測定システム

の構成図を示す．本測定システムは，自動車搭載型の

測定システムであり，自動車が通行可能なすべての一

般車両道路上での電波伝搬特性の測定が可能である．

測定用アンテナには無指向性の UHF帯モノポールア

ンテナを用い，自動車のルーフトップに固定した．本

アンテナで受信された電波は，50Ω同軸ケーブルを介

し，UHF帯受信機で検波される．垂直に設置した場

合の本アンテナの垂直偏波に対する指向特性は，水平

面においては無指向性であり，アンテナおよび受信機

までの同軸ケーブルを含めた受信利得は約 −3 dBiで

ある．本測定システムでは，受信機内部の検波回路か

ら，受信レベルに応じて変化する検波電圧をADコン

バータに入力し，デジタルデータに変換した後，PC

に記録した．本測定での受信レベルの値は受信機の入

力端子入り口での値である．また本受信機では，受信

された信号が FM変調された音声信号の場合，その復

調音を聞くことが可能である．また受信機，PCに必

要な電源は車載バッテリから給電した．

さらに，本測定システムでは，GPS 信号を受信す

ることにより，電波伝搬の測定をしながら，屋外環境

における位置情報をリアルタイムに取得した．この構

成により，各測定ポイントでの，位置情報と電波受信

レベルを同時に測定することができ，これらのデータ

から，屋外環境における受信レベルマップを容易に作

成することが可能である．

4. 測定システムの特徴

4.1 受信機の諸特性

本測定システムでは，受信レベルに応じて変化する

受信機内部の検波電圧の値を PC に連続記録する構

成とした．そのため，正確な受信レベルの値を導出

するためには，検波電圧値（RSSI: Received Signal

Strength Indicator）から受信レベル（電力値）へ校

正する必要がある．

図 4 受信機の検波電圧と受信レベルの関係
Fig. 4 Relationship between the detected voltage and the

received level.

図 4 に，一例として，本測定システムに利用した受

信機の検波電圧と受信レベルの関係を示す．図 4には，

入力信号を周波数 613.75MHzの無変調キャリアとし，

15 ◦C と 25 ◦C の温度で，入力レベルを −125 dBm

から −45 dBmまで変化させたときの受信機の検波電

圧を測定した結果を示す．図 4 より，検波電圧は受信

レベルと 1対 1に対応していることが分かる．

本測定では，検波電圧から受信レベルへの校正をす

る際に，図 4 に示すような，15 ◦C と 25 ◦C で測定し

たデータの平均値を 5次の多項式で近似したカーブを

用いた．温度の違いにより検波電圧–受信レベル特性

が若干異なるものの，この校正カーブを用いることに

より，16 ◦C から 25 ◦C の温度の範囲内では，最大校

正誤差が約 1 dB程度となる．また図 4 から，本校正

カーブの適用範囲が受信レベル −105 dBmまでであ

り，本測定システムでは，約 −105 dBm の微弱な電

力まで測定できることが分かる．また，470MHz か

ら 770MHzの他の周波数において測定した結果から

も，校正誤差，測定限界それぞれ，1 dB，−105 dBm

となり，同様の特性を得た．

4.2 NTSC-TV放送波を用いた受信電波測定法

図 5 に，現在，日本の地上TV放送波に用いられて

いる NTSC（National Television System Commit-

tee）方式の周波数スペクトルを示す．図 5 は，実際

に TV放送されている 40チャネルの放送電波をスペ

クトルアナライザを用いて実測した結果である（帯域

分解能は 30 kHz）．図 5 に示すように，NTSC方式で

は，TV放送 1 チャネルが 6MHzの帯域幅を占有し

て送信されている．映像搬送波および色副搬送波を含

む映像情報はAM変調の残留側波帯（VSB: Vestigial

Side Band）方式で送られ，音声搬送波は FM変調さ

れた音声情報として送信されている．音声電波の占有
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図 5 NTSC-TV 放送電波スペクトル（Ch.40 の場合）
Fig. 5 Spectrum of NTSC TV broadcasting wave on

Ch.40.

図 6 NTSC 方式主要 3 搬送波の 24 時間受信レベル変動
Fig. 6 Time variation of received level of NTSC-TV three

carriers.

帯域は，音声搬送波を中心として 0.5MHzである．ま

た，映像搬送波との差の周波数 4.5MHz のビート信

号を抑圧するため，音声送信電力は映像送信電力の約

4分の 1とされている29)．

筆者らは，NTSC-TV放送電波には，図 5 に示すよ

うに，電力が集中している映像搬送波，色副搬送波，

音声搬送波の 3つの主要な搬送波が存在していること

に着目し，各搬送波の周波数を電波測定周波数の候補

にあげ，それぞれの周波数において，前節で述べた受

信機により，電波の受信レベル変動を測定した．本受

信機の 3 dB 帯域幅は約 230 kHz である．図 6 に 40

チャネルで実際に放送されている NTSC-TV 放送電

波の各搬送波における 24時間連続受信した受信レベ

ルの測定結果を示す．図 6 から映像搬送波と色副搬

送波の受信レベルが，peak-to-peak でそれぞれ，約

10 dB，約 20 dB変動していることが分かる．これは

TV放送プログラムに応じて映像スペクトルが変化す

ることが原因であり，その結果，受信機のフィルタを

通過する映像信号電力がときどき刻々変動してしまう

ためである．一方，音声搬送波の受信レベルの変動は

約 1 dB 程度であり，TV 放送プログラムにかかわら

ず，常時安定したレベルを受信できていることが分か

る．本測定結果より，音声搬送波を受信することによ

り，既存の放送電波を用いた電波伝搬測定が安定して

行えることが確認できた．

また，音声搬送波を用いた電波伝搬測定のメリット

として，受信レベルの変動を検波電圧値だけでなく，

受信機の復調音によっても確認できる点がある．TV

放送に用いられている UHF帯周波数は，その有効利

用の観点から，異なる地域で再利用されている．その

ため，広域な電波測定においては，同一周波数を用い

た遠方の送信局からの所望でない電波を受信してし

まう可能性がある．この問題に対して，本測定では，

受信レベルと GPS位置情報のほかに，受信機からの

復調音にも着目し，その復調音から，受信された電波

が，所望の送信局から到達してきた電波かどうかを確

認した．

5. 測定結果と考察

5.1 測 定 諸 元

図 7 に，本測定で送信局として用いた，広島市内の

既存 TV放送送信局の場所を示す．各送信局名の下に

それぞれの送信局の海抜高度を示している．表 1 に，

各送信局の諸元を示す．表には各送信局から送信され

ているNTSC-TV信号の音声搬送波周波数と，実効放

射電力（ERP）および送信電波の偏波を示している．

表 2 に，測定に用いた受信系の諸元を示す．受信ア

ンテナ高は車両高である約 1.5mとし，屋外環境にお

ける一般車道上の様々なポイントで移動しながら測定

を行った．またアンテナ長は各測定周波数の 1/4波長

の長さとし，車両ルーフトップに垂直に設置した．こ

れにより垂直偏波に対応した受信が行え，送信局から

の電波として水平・垂直両方の偏波を受けることによ

り，測定結果から水平偏波の垂直偏波への偏波交差特

性について議論できる．受信データおよびGPS位置情

報は 1秒サンプルごとに取得した．移動速度 36 km/h

の場合，10m 間隔でデータを取得できる．記録され

る受信データは，1秒間の移動平均値とした．

5.2 送信局からの見通しエリア

本論文では，広域な電波受信レベル状況と送信局か

らの地形による見通しエリアとの関係を議論するた

め，GPSの位置データと電波受信レベルの測定結果

から得られる電波受信レベルマップと送信局からの見

通しエリアを合成した．図 8 に，送信局からの地形

による見通しエリアの概念 (a)とコンピュータシミュ

レーションして得られる見通しエリアの導出例 (b)を
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図 7 測定に用いた TV 放送波送信局の位置
Fig. 7 The position of transmission stations.

表 1 各送信局の諸元
Table 1 Parameters of transmission station.

station frequency(MHz) ERP(W) V/H

Sato 739.74 310 H

Koi 637.75 29 V

Egezan 607.76 410K H

表 2 受信系の諸元
Table 2 Parameters of measurement system.

Receiving antenna height 1.5m

Length of antenna 1/4 wavelength

Polarization of antenna Vertical

A/D converter 13 bit/sec

Receiving bandwidth 230 kHz (3 dB)

Measurement limitation −105 dBm

Vehicle speed 0 ～ 40 km/h

図 8 送信局からの見通しエリアの導出例
Fig. 8 An example of LOS area from transmission station.

示す．本論文では，図 8 (a)に示すように，送信局か

らの見通し（LOS）エリアおよび見通し外（NLOS）

エリアを，国土地理院から発行されている 50mメッ

シュ3 次元地形データ23) を用いて導出した．ここで

の見通しエリアは，送信局の位置および周囲の地形の

標高のみから求めた．UHF帯電波伝搬エリアを迅速

かつシンプルに推定したいという観点から，見通しエ

図 9 LOS 受信レベルマップ（送信局：Sato）
Fig. 9 Received level map in LOS area of the Sato station.

図 10 NLOS 受信レベルマップ（送信局：Sato）
Fig. 10 Received level map in NLOS area of the Sato

station.

リアと電波の受信レベルとの基本的な関係を調べるた

めに，今回の見通しエリア導出には直接波のみを考慮

し，地形による回折波や反射波は考慮しなかった．ま

た，図 8 (b)には，例として，図 7 に示した，Sato局

からの見通しエリアを導出したものを示している．こ

の図に示すように，送信局周囲の地形の影響により複

雑な形状となった見通しエリアを広域にかつ正確に導

出できていることが分かる．

5.3 受信レベルマップの作成と考察

図 9，図 10 に送信局を Sato としたとき，図 11，

図 12 に送信局を Koiとしたとき，図 13，図 14 に

送信局を Egezanとしたときの，見通しエリア内およ

び見通しエリア外における各放送局周辺の電波受信レ

ベルマップを示す．それぞれの図には，最大受信レベ

ルを赤色とし，測定限界である −105 dBmの受信レ

ベルを青色として，各地点での受信レベルを色分けし
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図 11 LOS 受信レベルマップ（送信局：Koi）
Fig. 11 Received level map in LOS area of the Koi

station.

図 12 NLOS 受信レベルマップ（送信局：Koi）
Fig. 12 Received level map in NLOS area of the Koi

station.

て表示している．また，それぞれの図には， 3次元地

形データから得られる，送信局からの見通しエリアを

紫色のエリアとして表示している．

図 9，図 10 に示すように，Sato 局周辺において，

市街地に向けては，見通しエリアが広がる一方，南西

側の広島市立大学方向には，丘陵地の尾根が存在して

いるため，見通し外のエリアとなっている．そして，

送信局から南側の見通しエリアと比較して，広島市立

大学周辺の受信レベルは，送信局からの距離がほぼ同

じであるにもかかわらず，低くなっていることが分か

る．また，図 9 と図 10 から分かるように，送信局周

辺の見通しエリアと見通し外エリアの境界では，受信

レベルは急激に変化している．これらのことから，地

形による見通しエリアでは，見通し外エリアと比較し

て，受信レベルが高くなることが広域に確認できる．

また，図 9 において，市役所周辺で受信レベルが低く

図 13 LOS 受信レベルマップ（送信局：Egezan）
Fig. 13 Received level map in LOS area of the Egezan

station.

図 14 NLOS 受信レベルマップ（送信局：Egezan）
Fig. 14 Received level map in NLOS area of the Egezan

station.

なっているが，この理由として，市役所周辺では高さ

数十mの建物が密集しているため，周辺の建物による

シャドウイングの影響が大きいことと，送信局からの

距離が約 10 kmあるため，受信される波として反射波

や回折波が支配的となりマルチパスフェージングによ

り受信レベルが低下していることが考えられる．

図 11，図 12 から分かるようにKoi局周辺では，送

信局の位置する山地が北東方向に伸びているため，送

信局から北東，南西方向に，見通し外エリアが存在す

る．この見通し外エリアでは，市役所の位置する市街

地エリアの受信レベルと比較して，送信局からの距離

が短いにもかかわらず，受信レベルが低いことが分か

る．また，先に示した結果と同様に，Koi局周辺でも，

見通しエリアと見通し外エリアでは，受信レベルが大

きく異なっており，見通しエリアと受信レベルの間に

高い相関があることが分かる．なお，図 12 中右下の
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見通し外エリアでも受信レベルが高くなっているが，

これは，同一周波数で送信されている他の放送波を受

信した結果である．この受信電波は受信機からの復調

音を聞くことで，所望の電波と識別できた．

図 13，図 14 の Egezan局周辺の受信レベルマップ

からも，前の結果と同様に，見通しエリアと見通し外

エリアでは，受信レベルが大きく異なっていることが

確認できる．Egezan局の送信電力が大きいため，見

通し外のエリアでも受信レベルが大きいが，図 13 と

図 14 の受信レベルを比較すると全体的に図 13 での

受信レベルが高くなっていることが分かる．

以上のように，電波受信機と GPSシステムを用い

て測定したデータから，電波受信レベルマップを構成

し，3次元地形データと統合することにより，迅速か

つ面的な UHF帯電波伝搬エリアの評価が行えること

を示した．そして，UHF帯電波伝搬特性は，周囲の

地形に大きく依存し，地形による見通しの有無と受信

レベルの相関が強いことが分かった．

以上の結果をより定量的に評価するため，地形デー

タに基づく送信局からの見通しエリア内のデータと見

通しエリア外のデータを用いて，それぞれのエリアに

おける受信レベルの距離特性について検討を行った．

図 15，図 16，図 17 にそれぞれ，Sato局，Koi局，

Egezan局からの電波の測定結果から作成した，見通

しのあるエリアと見通しのないエリアでの受信レベル

の距離特性を示す．各図には，見通しエリア内の受信

レベルの近似式，および見通しエリア外の受信レベル

の近似式を示している．また，従来の TV 放送波の

受信レベルの評価式は，20 km以下の近距離ではほぼ

自由空間損失（Free Space Loss）の伝搬特性と近似

できるため14)，各図には自由空間損失を仮定し，そ

れぞれの放送局の送信 ERPと受信アンテナ利得を考

慮して導出した受信レベルの距離特性も示した．ここ

で，図 15 および図 17 では，送信側の偏波が水平，受

信側の偏波が垂直であるため，交差偏波分離度 XPI

（cross-polarization isolation）を考慮した近似式を導

入する必要がある．文献 30)では都市内XPIが約 6 dB

であることが示されており，近似式として自由空間損

失に XPIの 6 dBを付加したときの電波受信レベルの

近似式を示した．

図 15 および図 17 における水平偏波送信・垂直偏波

受信での受信レベル（見通しエリア内）の包絡線が，

XPIを 6 dBとして自由空間損失に加えたときの受信

レベルに近似できること，および図 16 における垂直

偏波送信・垂直偏波受信での受信レベル（見通しエリ

ア内）の包絡線が自由空間損失を仮定したときの受信

図 15 受信レベル距離特性（送信局：Sato）
Fig. 15 Received level characteristics (Sato).

図 16 受信レベル距離特性（送信局：Koi）
Fig. 16 Received level characteristics (Koi).

図 17 受信レベル距離特性（送信局：Egezan）
Fig. 17 Received level characteristics (Egezan).

レベルに近似できることから，UHF帯 TV放送波帯

においても XPIは 6 dBと仮定できることが分かる．

図 16，図 17 で示した実測値をもとに見通しエリア

内の電波受信レベルを推定すると，その近似式から中

央値は距離の約 2 乗に比例して減衰し，自由空間損

失から約 20 dBの超過損失があることが分かった．ま

た，図 16，図 17 で示した実測値をもとに見通しエリ

ア外の電波受信レベルを推定すると，その近似式から

中央値は距離の約 3 乗に比例して減衰し，伝搬距離

1 kmにおける見通しエリア内との受信レベルの差は
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4～6 dB となることが分かった．これらの結果から，

UHF帯電波伝搬エリアを推定する場合，見通しエリ

ア内であれば自由空間損失に超過損失 20 dBを加えた

受信レベルとなり，さらに見通しエリア外での受信レ

ベルは，伝搬距離が x kmの場合，見通しエリア内で

の受信レベルに比べて 10 log10(x) + 5 ± 1 (dB)低く

なることを考慮する必要があることが分かった．

6. お わ り に

本論文では，筆者らが提案している UHF帯を用い

た通信・放送融合型情報プラットフォームの概念につ

いて述べ，その実現に向けて，屋外環境におけるUHF

帯電波伝搬特性の解明の必要性について述べた．そし

て，TV放送波と GPSを用いた移動型電波測定シス

テムを構成し，この測定システムを用いて広島市近郊

の UHF帯電波受信レベルを測定し，測定データから

受信レベルマップを作成した．さらに 3次元地形デー

タから得られる送信局からの見通しエリアと電波受信

レベルマップを統合した．そして見通しエリア内およ

び見通しエリア外における受信レベルの距離特性につ

いて新たに検討を行った．その結果，以下のことを明

らかにした．

(1) 構築した測定システムにより，屋外環境において，

高精度に位置情報と受信レベルが取得でき，3次

元地形データと電波受信レベルマップの統合によ

り，広域なエリアでの面的な電波伝搬特性の評価

が効率的に行えた．

(2) 3次元地形データから求まる送信局からの見通し

エリアと測定した UHF帯電波受信レベルには強

い相関があることが分かった．

(3) 見通しの有無により，電波受信レベルの距離特性

が異なることが分かった．受信レベルは見通しエ

リア内では距離の約 2乗に比例し，見通しエリア

外では距離の約 3乗に比例して減衰することが分

かった．

(4) UHF帯 TV放送波帯において，交差偏波分離度

XPIは 6 dBであることが分かった．

これまでの電波伝搬の推定では，一般に，ある地点

間での線的な推定結果しか求めることができず，エリ

ア全体の面的推定を行う場合には，時間やコストがか

かっていた．本論文では，3次元の地形図データから

得られる送信局からの見通しエリアを用いることに

よって，迅速にかつ高信頼に，UHF帯モバイル環境

の電波伝搬エリアを推定できることを示した．また電

波伝搬エリアを推定する際には，見通しの有無を考慮

にいれることにより，高精度に受信レベルを評価でき

ることが分かった．本手法は，今後の地上デジタル放

送における実際のシステム設計に応用できると考えら

れる．今後の研究展開として，市街地・郊外地・丘陵

地などの様々な電波伝搬状況における，UHF帯移動

伝搬損失の距離特性の詳細な評価などを行っていく予

定である．
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